
令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

市民税 75億4,201万3千円 77億9,137万7千円 △2億4,936万4千円 △3.2％

個人 58億1,758万1千円 57億4,726万 円 7,032万1千円 1.2％

法人 17億2,443万2千円 20億4,411万7千円 △3億1,968万5千円 △15.6％

固定資産税 93億9,036万9千円 95億5,919万8千円 △1億6,882万9千円 △1.8％

都市計画税 12億2,900万 円 12億1,768万4千円 1,131万6千円 0.9％

その他 11億6,567万5千円 12億 353万4千円 △3,785万9千円 △3.1％

合 計 193億2,705万7千円 197億7,179万3千円 △4億4,473万6千円 △2.2％
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令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

地方交付税 56億7,000万円 55億8,000万円 9,000万円 1.6％

普通 50億2,000万円 49億4,000万円 8,000万円 1.6％

特別 6億5,000万円 6億4,000万円 1,000万円 1.5％

臨時財政対策債 16億1,000万円 16億2,000万円 △1,000万円 △0.6％

合 計 72億8,000万円 72億 円 8,000万円 1.1％
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※ 臨時財政対策債‥交付税総額が不足する場合、その不足額を国と地方で折半し、地方分について各団体で
地方債を発行して補てんしており、その地方債のことを臨時財政対策債と言います。

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0

H28 29 30 31 R2

地方交付税 臨時財政対策債



令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

市 債 48億6,030万円 54億1,860万円 △5億5,830万円 △10.3％
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令和2年度当初
31年度当初 増減額 増減率

構成比

人件費 89億6,411万6千円 17.7％ 82億9,413万7千円 6億6,997万9千円 8.0％

物件費 71億4,793万7千円 14.2％ 69億8,869万4千円 1億5,924万3千円 2.3％

扶助費 129億7,386万6千円 25.7％ 127億6,813万4千円 2億 573万2千円 1.6％

繰出金 39億1,223万 円 7.7％ 55億9,840万4千円 △16億8,617万4千円 △30.1％

公債費 44億4,018万3千円 8.8％ 44億4,372万2千円 △353万9千円 △0.1％

投資的経費 65億5,036万7千円 13.0％ 68億 373万5千円 △2億5,336万8千円 △3.7％

補助 29億4,485万9千円 5.8％ 19億9,407万7千円 9億5,078万2千円 47.7％

単独 36億0,550万8千円 7.2％ 48億 965万8千円 △12億 415万 円 △25.0％

その他 65億2,649万1千円 12.9％ 43億6,227万 円 21億6,422万1千円 49.6％

合 計 505億1,519万 円 100％ 492億5,909万6千円 12億5,609万4千円 2.5％
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令和2年度当初
31年度当初 増減額 増減率

構成比

経 常 340億1,205万5千円 67.3％ 338億4,528万9千円 1億6,676万6千円 0.5％

施 策 99億5,276万8千円 19.7％ 86億1,007万2千円 13億4,269万6千円 15.6％

公 共 26億7,485万9千円 5.3％ 19億9,407万7千円 6億8,078万2千円 34.1％

単 独 35億7,550万8千円 7.1％ 47億7,965万8千円 △12億 415万 円 △25.2％

災害復旧 3億 円 0.6％ 3,000万 円 2億7,000万 円 900.0％

合 計 505億1,519万 円 100％ 492億5,909万6千円 12億5,609万4千円 2.5％


